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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 １ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①令和 5年度末までの地域生活移行者数 ８人 

②令和 5年度末時点の施設入所者数 120人 

【目標達成のための方策】 

目標達成に向けて、引き続き本人の意思を把握する方法や、地域移行及び地域生活

の継続のための支援を担う関係者・機関のネットワークづくりなどについての検討を

進めます。 

また、重度障害者や行動障害の方など、ニーズに合致したグループホームの設置促

進、日中活動の場やホームヘルパーの確保等について取り組んでいきます。 

実績【参考】 

項  目 平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

① 地域生活移行者数※ ０人 0人 1人   

② 施設入所者数 120人 120人 11７人   

※平成 31 年度末時点の施設入所者のうちで、地域生活に移行した者の数 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①地域移行支援利用者数(月

平均) 

見込 ２人 ２人 ２人 

実績 2.6人   

②地域定着支援利用者数(月

平均) 

見込 ２人 ２人 ２人 

実績 0人   

③共同生活援助(グループホ

ーム)利用者数(年度末月) 

見込 225人 230人 235人 

実績 245人   

④市内グループホーム設置

数(年度末) 

見込 35か所 36か所 37か所 

実績 39か所   
 

評 価 

家族の高齢化や障害の重度化・多様化などにより、施設への入所については一定のニー

ズがある中で、令和３年度には１人の地域移行を行うことができました。 

引き続き、施設などに地域移行促進への理解を深めてもらい、地域移行を担う関係者・

関係機関のネットワークづくりを進めていく必要があります。また、グループホームの設

置数は着実に増加していますが、重度障害者や行動障害の方を受け入れるグループホーム

や通所先の設置等、障害者本人の意思を尊重し、地域移行が実現できるような環境整備も

必要です。 

障害者施策

推進委員会

意見 

地域移行にあたっての「意思決定支援」が重視されており、本人が決定するための情報

提供の工夫や「体験の場」を充実することが重要である。高齢や重度の方でも地域移行を

実現し、納得できる生活を築いている例は多く、そのための相談のあり方や家族へのアプ

ローチなどを工夫していくことが必要である。 

自立支援 

協議会意見 

自立支援協議会の地域移行専門部会のリーフレット作成の取り組みは、地域移行の足掛

かりとして評価できる。今後も重度障害者に対応できるグループホームや通所先といった

ハード面での環境整備も大切だが、施設から地域への移行について相談できる相談員の人

数をどのように増やしていくかといったソフト面を充実させていくことも重要である。 
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改善策 

障害支援区分更新等の調査面談時等、自立支援協議会の地域移行専門部会で作成したリ

ーフレットを活用し、地域移行の機会を逃すことがないように取り組みます。 

また、地域移行促進に必要な資源を充実させるため、重度障害者や行動障害の方を受け

入れるグループホームや通所先の設置について、更なる民間事業者への働きかけを進めま

す。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①地域包括ケアシステムの協議の場を設置し、課題の抽出や具体的な活動を進める。 

また、長期入院患者の地域生活の移行や、入院後の早期退院の促進に伴う基盤整備量

を勘案して、障害福祉サービス等の充実を図る。 

 

実績【参考】 

項  目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築 
検討   

 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①保健・医療・福祉関係

者による協議の場 

開催回数 
見込 ６回 ８回 12回 

実績 15回   

参加者数 
見込 11人 12人 12人 

実績 52人   

②精神障害者の地域移行支援延べ利

用者数 

見込 ３人 ４人 ４人 

実績 ６人   

③精神障害者の地域定着支援延べ利

用者数 

見込 ３人 ４人 ４人 

実績 0人   

④精神障害者の共同生活援助利用者数（市

内・市外グループホーム）（年度末月） 

見込 42人 44人 45人 

実績 43人   

⑤精神障害者の自立生活援助利用者

数（年度末月） 

見込 ３人 ４人 ４人 

実績 3人   
 

評 価 

令和3年度は、地域移行支援利用者と地域移行支援を利用せず退院した者と合わせ７人

が退院することが出来ました。今後も地域移行支援を利用し退院していくと考えられま

す。 

また、地域包括ケアシステムの構築に向け、市内の精神障害支援者や医療関係者（医療

機関、訪問看護、デイケア等）による協議会を設置し、課題の検討・共有を図りました。

当面、支援者の人材育成につとめ、連携が円滑に進められるようにしていきます。 

障害者施策

推進委員会

意見 

7人の地域移行が実現したことは高く評価される。さらに地域移行を進めるために、医

療と福祉の連携、退院後の住まいや福祉サービスなどの整備が求められる。長期入院の方

の退院を促進するために、同じ体験をしたピアの活動を拡げることも重要である。 
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自立支援 

協議会意見 

保健・医療・福祉関係者による協議の開催回数や参加者が見込みを大きく上回ったこと

は、医療と福祉の連携、地域移行への理解促進、地域資源の充実につながるものと評価で

きる。さらに協議を重ねて地域課題を抽出するとともに、精神障害者が安心して自分らし

く暮らしていくために不可欠で身近な存在である支援者を育成していくことが必要であ

る。 

改善策 

精神障害者の安定した生活を支え地域移行が推進できるよう、医療・保健・福祉の支援 

者の育成につとめるため、さらに地域の支援者に幅広く働きかけ、円滑に連携がはかれる 

よう協議を進めていきます。長期入院者の退院を促進するため、ピアとの連携も模索して

いきます。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①地域生活支援拠点等の運用状況の検証・検討 年１回以上 

【目標達成のための方策】 

拠点等コーディネーターや拠点関係機関による会議を定期的に開催するとともに、

自立支援協議会と連携して運用状況の検証・検討を行い、制度の周知や機能の充実を

図っていきます。 

実績【参考】 

項  目 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①地域生活支援拠点等の運用状況の

検証・検討 
１回   

 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①自立支援協議会による検

証・検討 

見込 １回 １回 １回 

実績 １回   

②拠点関係機関の会議によ

る検証・検討 

見込 12回 12回 12回 

実績 12回   
 

評 価 

令和３年度は、246件の継続相談の対応をしました。相談対応したうち、サービス未利

用者については、定期的な関わりにより、見守り体制が確保できましたが、社会との関わ

りが乏しいため、サービス導入までに時間を要しました。コロナ禍により事業所等の関係

機関への周知が不十分だったため、引き続き、障害福祉サービス事業所に働きかけを行い、

地域生活支援拠点等コーディネーターと連携し、地域全体の支援体制作りを進めていき

ます。 

障害者施策

推進委員会

意見 

緊急時の対応なども含めて制度の周知を徹底し、支援が必要な人に確実に届く仕組みづ

くりが求められる。地域の相談機関や民生委員、自立支援協議会との連携をさらに強化す

ることも必要である。また、コロナ禍で広まったオンラインでの情報提供など、新しい生

活様式を踏まえた対応が求められる。 

自立支援 

協議会意見 

障害の重度化・多様化・高齢化及び親の高齢化に伴う課題は年々深刻になっており、親

亡き後を見据える地域生活支援拠点等の役割は大きくなっている。コロナ禍においても市

内入所施設での緊急一時保護が着実に実施されていることは評価できるが、一方で、緊急

一時保護の長期化も浮き彫りになっている。また、サービスの利用につながっていない障

害者等や緊急時の支援が見込めない世帯を、どのようにして効果的に支援につなげていく

か検討が必要である。 

改善策 

障害福祉サービス事業者に拠点機能を担っていただき、地域生活支援拠点等コーディ 

ネーターと連携し、地域全体の支援体制作りを進めていきます。サービスの利用につなが

っていない障害者等や緊急時の支援が見込めない世帯に対して、効果的に支援につなげら

れるよう、高齢部門等、関係する部署や地域の支援機関とともに連携に努めていきます。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ４ 福祉施設から一般就労への移行等 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①令和５年度末における一般就労移行者数 54人 

②令和５年度末における一般就労移行者の就労定着支援事業の利用割合 70％ 

③令和５年度末における就労定着率８割以上の就労定着支援事業所の割合 70％ 

【目標達成のための方策】 

 一般就労への移行と就労後の定着のためには、就労と生活の両面を見据えた支援が

必要なため、支援者のスキルアップや関係機関との連携を図っていきます。 

実績【参考】 

項  目 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①一般就労移行者数 28人   

②一般就労移行者の就労定着支援事

業の利用割合 
18％   

③就労定着率８割以上の就労定着支

援事業所の割合 
71％   

 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

① 就労移行支援事業利用者

数（年度末月） 

見込 60人 62人 64人 

実績 44人   

② 就労定着支援事業利用者

数（年度末月） 

見込 25人 30人 35人 

実績 24人   

③ 障害者就労支援事業利用

者数（年度末） 
実績 245人   

 

評 価 

上記の目標値②（70％）に対する実績値【参考】は１８％となっています。 

上記②の就労定着支援事業の対象者は、就労移行支援及び就労継続支援（A型及びB型）

の利用者となります。 

令和３年度のケースでは、就労移行支援を利用していた場合は、就労定着支援事業を利

用する割合が高くなりますが、就労継続支援（A型及びB型）を利用していて一般就労に

就いた場合は、就労定着支援の利用割合は低くなっている傾向があります。 

一般就労に移った後も、生活面の安定や将来のことなど広い視点を持ちながら、支援者

やご家族及び利用者本人との継続したコミュニケーションを図り、必要に応じて就労定着

支援を利用していけるように取り組むことが重要です。 

障害者施策

推進委員会

意見 

一般就労への移行は確実に進んでいるが、離職者が多い、昇給や昇格などを含めて納得

できる仕事を継続できない、などの問題が明らかになってきている。新たな「定着支援」

などの事業を活用し、関係者の連携を強化することが求められる。また、高齢になった方
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の「ソフトランディング」などの検討も必要である。 

自立支援 

協議会意見 

一般就労への移行と就労後の定着には、一般就労ができる対象者の見極めと就労定着支

援といったアフターフォローが必要である。また、就労に関する支援者のスキルアップの

みならず、生活の場を支える支援者との情報共有、ともに対象者を支えていくための連携

といった取り組みが重要である。 

改善策 

支援に携わる者が日々の実践の成果を踏まえた支援技術のさらなる向上を図り、一般就

労ができる対象者の見極めや就労定着支援の充実など「総合的な支援を見立てる力」を付

けることを目的として、自立支援協議会就労専門部会における支援者間の交流を図りなが

ら、更なる検討を進めていきます。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ５ 障害児支援の提供体制の整備等 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①児童発達支援センターを１箇所以上設置 

②令和５年度末までに保育所等訪問支援を利用できる体制を構築 

③令和５年度末までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を各１箇所以上確保 

④令和５年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置 

⑤令和５年度末までに医療的ケア児に関するコーディネーターを配置 

【目標達成のための方策】 

①児童発達支援センターについては、立川市第２次発達支援計画等に基づき、設置に

向けた検討を進めていきます。 

②保育所等訪問支援については、児童発達支援センターでの実施事業として検討しま

す。また、事業所への働きかけや保育所等への制度の周知を図ります。 

③令和３年度末現在、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各１箇

所設置しています。放課後等デイサービス事業所については、特に採算の問題があり

ますが、引き続き事業所が参入できる方策を検討していきます。 

④医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場として平成 31年度に立川市医療

的ケア児支援関係者会議を設置しました。引き続き医療的ケア児等の支援に係る事項

等について協議を進めていきます。 

⑤医療的ケア児に関するコーディネーターの配置については、立川市医療的ケア児支

援関係者会議等において、コーディネーターの役割やあり方を検討したうえで、配置

についての協議を進めていきます。 

 

実績【参考】 

項  目 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①児童発達支援センターの設置 未設置   

②保育所等訪問支援の体制の構築 検討   

③主に重症心身障害児を支援する児

童発達支援事業所の確保 
１か所   

主に重症心身障害児を支援する放課

後等デイサービス事業所の確保 
１か所   

④医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場の設置 
設置   

⑤医療的ケア児に関するコーディネ

ーターの配置 
未配置   
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主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①保育所等訪問支援事業利

用者数（年度末月） 

見込 ３人 ３人 ３人 

実績 15人   
 

評 価 

児童発達支援センターについては「立川市第４次長期総合計画後期基本計画」及び「立

川市第2次発達支援計画」に基づき、令和７年度設置に向けて整備を行っています。 

保育所等訪問支援は児童発達支援センターで実施予定であり、児童発達支援センターの

設置と合わせて体制を整備していく予定です。 

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービスについては、民間事業者への働き

かけを強化した結果、令和3年度に事業所を1か所確保しました。 

医療的ケア児に関するコーディネーターについては、医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場において、コーディネーターの役割やあり方を検討した上で、配置に向けた

協議を進めていく予定です。 

障害者施策

推進委員会

意見 

発達障害児への支援が注目され、その「生きづらさ」への対応が急務の課題とされてい

る。令和７年度にセンターが設置される予定であるが、引続きスタッフの確保に努めるな

ど相談や支援体制の充実を図る必要がある。放課後等デイサービスや医療的ケア児の支援

体制の充実なども、早急に対応を検討すべきと考えられる。 

自立支援 

協議会意見 

令和７年度設置予定の児童発達支援センターの機能が充実したものとなることを期待

している。また、利用者ニーズに基づく保育所等訪問支援の実施及びサービス利用に適切

につながるために必要な医療的ケア児コーディネーターの配置を含めた発達相談の体制

整備が必要である。市内に確保した重症心身障害児を支援する放課後等デイサービスにつ

いては、医療的ケアに対応できる看護師等の配置体制を強化する等、事業所の安定運営に

向けたバックアップが求められる。 

改善策 

引き続き保育所等訪問支援の体制構築を含め、児童発達支援センターの機能等の設置に

向けた検討を進めます。 

医療的ケア児支援の充実のため、医療的ケア児支援関係者会議において、医療的ケア児

支援コーディネーターの配置に向けた協議を進めます。また、主に重症心身障害児を対象

とした放課後等デイサービス事業所に対し、医療的ケアを行う看護師等の人件費を助成す

る新たな補助金の創設を目指します。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ６ 相談支援体制の充実・強化等 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①令和５年度末までに相談支援体制の充実・強化に向けた体制を確保する。 

【目標達成のための方策】 

自立支援協議会相談支援専門部会の活動や相談支援事業所連絡会の実施を通じて

連携強化やスキルアップに取り組みます。また、相談支援体制の充実・強化等に向け

て、今後実施すべき具体的な内容等を把握したうえで、基幹相談支援センターの設置

（あり方）について検討していきます。 

実績【参考】 

項  目 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①相談支援体制の充実・強化に向けた

体制の確保 
検討   

 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①総合的・専門的な相談支援

の実施 

見込 検討 検討 検討 

実績 検討   

②指定特定相談支援事業所

連絡会の開催 

見込 ４回 ４回 ４回 

実績 ３回   
 

評 価 

現在、市内3か所の委託の相談機関と連携し、障害者の相談にあたっています。今後、

相談機関を支える基幹相談支援センターのあり方について検討を進めていきます。 

障害者施策

推進委員会

意見 

支援が必要な人に確実にサービスが届くためには、相談体制が充実し、迅速に機能する

ことが求められる。基幹相談支援センターの早期の設置を検討するとともに、窓口が一本

化され、安心して相談できる体制整備が必要である。自立支援協議会とも連携し、地域に

根差した相談支援システムの構築を急ぐべきと考えられる。 

自立支援 

協議会意見 

支援が必要な人に最善のサービスを提供するためには、何と何を組み合わせ、どのよう

に使っていくかという見立てが必要であり、相談支援員の見立てる力、資質を向上させて

いく取り組みが重要である。また、数多くの相談に細やかに対応するには、相談支援員の

数の充実も必要である。 

改善策 

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターについては、早期に 

設置できるよう検討を進めていきます。 

相談支援体制の充実・強化のため、自立支援協議会相談支援部会や地域生活支援拠点等 

事業と連携し、相談支援員のスキルアップ・資質向上を図っていきます。 

また、数多くの相談にきめ細かく対応するため、既存事業所や市内への新規開設事業所

に、指定特定相談支援事業の指定について働きかけるなど、相談支援専門員の確保に努め

ていきます。 
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立川市第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 

ＰＤＣＡサイクル評価・改善管理シート 

                            （令和３年度分） 

成果目標 ７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
 

計 

画 

→ 

実 

施 

目標値 

①令和５年度末までに障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制

を構築する。 

【目標達成のための方策】 

東京都や心身障害者福祉センター等の実施する各種研修を引き続き活用し、障害福

祉サービスの適切な提供に必要な知識を理解・習得していきます。 

 また、毎月の国保連審査結果の確認と修正作業を継続するとともに、事業所連絡会

等を活用して、報酬改定や誤りやすいケース等について周知し、過誤請求の防止と適

正な運営を行う事業所の確保に努めます。 

実績【参考】 

項  目 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①障害福祉サービス等の質を向上さ

せるための取組に係る体制構築 
構築   

 

主な 

活動 

指標 

○活動指標等の一覧 

活 動 指 標 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

①東京都の実施する研修へ

の市職員の参加 

見込 16人 16人 16人 

実績 44人   

②審査支払等

システムの審

査結果を分析

してその結果

を活用し事業

所等と共有 

体制の有無 
見込 有 有 有 

実績 有   

実施回数 

見込 12回 12回 12回 

実績 12回   
 

評 価 

複雑な障害福祉サービスの制度を正しく理解して、利用者や家族に正確に説明し、選択

の機会を提供していくことはとても重要です。コロナ禍ということもあり、オンラインで

の研修や説明会が多くなっていますが、令和３年度は、障害支援区分等認定調査員研修を

はじめ、東京都や心身障害者福祉センター等の実施する各種研修に、延べ44人の市職員

が参加しました。今後も様々な学びの場を活用し、市職員の資質向上を図っていきます。 

また、障害福祉サービス提供事業者に対しては、事業所連絡会や毎月の国保連審査結

果の確認と修正作業を通し、過誤請求の防止や適正な事業運営、適切なサービスの提

供体制の構築を促し、障害福祉サービス等の質を向上させていく必要があります。 

障害者施策

推進委員会

意見 

障害児・者施設での虐待報道が毎日のように伝えられており、福祉サービスの質の向上

は切実な課題となっている。一方で、福祉人材の確保が難しい現実もあり、行政や事業者

の努力だけでは現状を変えていくことは困難である。民間の組織やボランティアなど市民

の協力も得て、第三者によるサービスの評価、質の向上をめざすことが求められる。 

自立支援 

協議会意見 

東京都などが実施する研修への市職員の積極的な参加を継続し、障害福祉サービスの適

切な提供に必要な知識を理解・習得することはもちろんのことだが、障害福祉サービスの

提供事業者には障害福祉サービス第三者評価を積極的に受けていただき、サービスの質を
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担保していくことも必要である。 

改善策 

東京都や心身障害者福祉センター等の実施する各種研修の機会をとらえ、市職員

個々の障害福祉サービスの適切な提供に必要な知識を蓄積するとともに、障害福祉課

内で行われる職員会議等で蓄積した知識を職員全体に共有する取り組みを進めます。 

また、毎月の国保連請求審査や第三者評価の受審を通し、適切なサービスの提供体

制の構築を促すことで、障害福祉サービス等の質を向上させる取り組みを推進しま

す。 

 


